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洪水警報の危険度分布（台風19号：令和元年10 月12 日20:00時点）

6出典：気象庁 https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/report/2019/20191012/jyun_sokuji20191010-1013.pdf

荒川上流部（支流含む）では、氾濫発生情報（警戒レベル５相当）や洪水
警報が発令、下流部では氾濫危険情報（警戒レベル４相当）



東京の地形（東部低地帯）

ゼロメートル地帯
面積：１１６ｋ㎡

出典：国土交通省「ゼロメートル地帯の高潮対策検討会」第１回資料
2出典：東京都建設局HP https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/content/000046609.jpg



出典：江東5区大規模水害ハザードマップ https://www.city.edogawa.tokyo.jp/documents/10884/koto5_hazardmap.pdf

最大浸水深 浸水継続時間

首都圏大規模水害の広域避難について（江東５区大規模水害ハザードマップ）

6

想定される最大規模の降雨により、破堤や越水等が発生すると、５ｍ以上
の浸水や２週間以上の浸水継続等が発生
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首都圏における広域的な避難対策の具体化に向けた検討会の設置

平成30年６月 内閣府と東京都で「首都圏における大規模水害広域避難検討会」（旧検討会）を設置

→広域避難の実装に向け、関係機関が取り組むべき事項を整理するとともに、関係機関間の連携・役割分担のあり方について検討開始

令和元年10月 東日本台風で課題が顕在化（①広域で被災・②広範囲で避難者発生・③鉄道の早期計画運休等）

令和３年６月 「大規模水害時における住民避難の考え方と今後の取組方針について」をとりまとめ（第６回検討会）

→広域避難だけでなく、現実的に複数の避難行動を組み合わせる方針（＝分散避難）に転換し、広域避難者数を約74万人と算定

令和３年９月 広域避難先施設として初の協定を締結 ※R3年度末時点で、オリンピックセンター含む国・民間５施設と協定締結済み

令和４年３月 「広域避難計画策定支援ガイドライン」をとりまとめ（第７回検討会）

→広域避難計画を策定する上で必要な事項や検討手順、留意点等を整理

【これまでの経緯と今後の検討体制】

①広域避難先の確保 ②避難手段・避難誘導の確保主な検討事項

今後は同ガイドラインを踏まえ、東京東部低地帯では広域避難計画を策定するフェーズに移行していく必要

出典：第１回 首都圏における広域的な避難対策の具体化に向けた検討会 https://www.bousai.go.jp/fusuigai/suigaiworking/pdf/kouikihinan/shiryo01.pdf

令和４年度より「首都圏における広域的な避難対策の具体化に向けた検討会」を設置
→ 広域避難計画等の策定に向け、以下の項目を検討

①広域避難先の開設・運営方法

②広域避難先への避難手段の確保・避難誘導

③適切な避難行動につながる避難情報等の発信・伝達

広域避難計画モデル（広域避難計画のひな型）の作成

適切な避難行動につながる情報発信のあり方の提示
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広域避難のタイミング

広域避難は、晴天・曇天時の早期タイミングでの避難が必要

出典：第５回 首都圏における広域的な避難対策の具体化に向けた検討会
https://www.bousai.go.jp/fusuigai/suigaiworking/pdf/kouikihinan/dai5kai/shiryo03.pdf
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広域避難タイムライン

出典：第５回 首都圏における広域的な避難対策の
具体化に向けた検討会
https://www.bousai.go.jp/fusuigai/suigaiworking/pdf/kou
ikihinan/dai5kai/shiryo03.pdf


